８　大阪府環境審議会温泉部会協議事項の改正

　　調査結果の検討等を踏まえ、現在の協議事項については次のように取り扱うことが適切であると思料される

　（１）８００ｍの距離規制の基準について

　　　　当面、維持する。

　（２）ストレーナー部の内径及び総延長の基準について

　　　　当面、維持する

　（３）動力装置についての基準

　　　　揚湯量の上限を５００ﾘｯﾄﾙ／分とする旨を追記する。

　（４）その他

　　　　動力装置許可申請時において次の追加書類の提出を求める。

　　　　　・　揚湯試験結果を非平衡式を用いて解析を行い、計画揚湯量時における８００ｍ圏域での影響水位を算出した結果。

· 大阪層群下部・最下部に主な取水層を設けている場合は、漏水計数を算出した結果及び漏水量を算出した結果。

· また、ポンプの更新に当たっては、その都度、更新するポンプの機種等を届け出させることが望ましい。

９　今後に残された課題

（１）　温泉水の水収支

　先に記したように、現状では大阪地下水盆の中での温泉水の過剰揚湯による障害は判然としない。つまり、過剰揚湯による水圧低下や水質の劣化が若干の疑いはあるものの、はっきりした現象として認識されるには至っていない。とは言え、温泉井戸の増加はかなりのスピードで進んでいるので、いつまでもそのことによる過剰揚湯が生じないとは保障されない。それでは、どの程度までの開発なら許容されるのかをあらかじめ見当を付けておかなければならない訳であるが、そのためには現況でどの程度の温泉水が汲み上げられていて、その後の涵養はどのように生じるのかを見極めなければならない。温泉水の水収支が必要になるわけである。これを計算するためには、もちろん入れ物である地下水盆の大きさを含む形状と性質が明らかにならなければならないのと同時に、家計簿の収支と同様に収支（汲み上げ量）と収入（涵養量）および財布の中身（貯留量）が明らかにならなければならない。今回の調査で、地下地質構造や帯水層常数などを含む地下水盆の性状はかなり明らかになったので、これに温泉水を含む揚水量（収支）を入れ、貯留量の変化から涵養量と赤字（水位低下量）を推定し、どこまでの赤字なら許容できるかを決めていかなければならない。この作業を行うには一定地域の全揚水量の把握が必要で、平成20年1月から実施される大阪府生活環境の保全等に関する条例の改正による揚水量の報告義務化がこの条件を満足させてくれるものと思われる。したがって、温泉水を含む水収支計算はこれを待ってこれを実施していく必要があると思われる。

（２）帯水層常数の再検討

影響圏や漏水量の計算の際に問題になった貯留係数の誤算は、水収支はじめ多くの水計算の際の障害になる。そもそも貯留係数とは不圧地下水、被圧地下水いずれの場合も水位低下を来たした体積に対して揚水された全水量の比であり、これが1以上にはなり得ないのは当然のことであり、被圧地下水の場合には、実質的には弾性係数に似た数値となるので、大きくとも10-2オーダー以下であるべきで、温泉井戸のこの値は異常である。このことを今後調査検討しておく必要があり、現在のままでは水収支計算に齟齬を来たす可能性がある。

（３）温泉保護のための観測井の設置等

温泉ばかりではないが、大阪地下水盆の地下水の状況を常時把握しておくためには、先に記した地質構造の違う場所ごとに長期測水の観測ステーションを設置しておくことが望まれる。浅い地下水の観測ステーションとしては地盤沈下観測井に付置されている地下水観測井セットがあるので、これが利用できる。温泉井に関するものは新たに設置することが望まれる。

また，温泉泉質の悪化や複数帯水層の相互干渉を予防するために，水質の継続観測を続ける必要があろう。概ね５年（５～１０年）の期間内での変動を捕まえることが望ましい。そのために，期間内合計で議論に充分な数の井戸が確保できるように，毎年数地点を選んで，水質調査を継続することが望ましい。

（４）水圧低下時等の温泉災害予防に関する検討の実施

　先の東京都内での温泉井からのガス噴出による爆発事故の事例を引くまでも無く、大阪地下水盆の井戸からも引火性のガスが少量とはいえ検出されている。とくに、温泉井からは水溶性のガスが温泉水と同時に汲み上げられているので、その対策には万全を尽くすべきであろう。ちなみに、温泉水に含まれる水溶性のガスは、水圧低下に伴い急激にガス化して噴出する性格があるので、今後、温泉帯水層の水圧減に伴う広域でのガス化には注意しておく必要がある。
